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高スキル人財が世界経済を活性化する
現代において、デジタル・スキルは必要不可欠だ。
しかし経営層によれば、ソフト・スキルの重要性は
それを凌駕する。

スキルの確保と品質は危機的状況にある
スキルの半減期が縮小し続ける一方で、スキル・
ギャップの解消に要する時間は拡大の一途をた
どっている。企業は、スキルの有用性を担保する
ための方法を見いだす必要がある。

インテリジェント・オートメーションは経済に
大きな変革をもたらす
経営層は、インテリジェント・オートメーションの
進歩がもたらすさまざまなメリットや、何百万人も
の労働者に対する再トレーニングの必要性を認識
している。しかし、その大半は自社や自国の準備
が整っているとは思っていない。

企業文化は変化している
デジタル時代の到来とともに、新たなビジネスモデ
ルや働き方に加え、新たな重要スキルの開発を促
進する、柔軟な企業文化の必要性が高まっている。

企業がギャップを埋めるために
IBMの調査によれば、今後企業がスキル・ギャッ
プをトレーニングと採用だけで埋めることは極め
て困難である。解消に向けた最も有効な戦略を、
「パーソナライゼーション」、「透明性を高める」、
「社内外の両方に目を向ける」という3つの観点
から論じたい。
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Janet Mertens、
Tanya Moore、Amy 
Wright共著

重要なポイント はじめに
今日、企業が直面する最大の脅威の 1つが、人財不足である。
経営層は、スキル・ギャップを認識し、この問題を周知の事
実として捉えている。にもかかわらず、ほとんどの企業がこの
問題に対して積極果敢に取り組もうとしない。

私たちはここ数年にわたり、この問題に関する大規模な調査
を実施してきた。その結果、多くの企業は単に足踏みをして
いる状態に過ぎないことがわかった。経営層は人財不足がも
たらす脅威が重大であると知りながら、そのほとんどは、積
極的な対策を施してはいない。事実、従来型の採用戦略やト
レーニング戦略を超えた動きを見せていない。1

経済史を紐解けば、才能ある人財はイノベーションと進歩の
源泉であり、そのスキルは経済成長の推進力であった。しか
し現代においては、継続的で急速な技術革新、ビジネスモデ
ルや経営モデルのイノベーションなどの多岐にわたる要因に
よって、業界を再定義するような市場の変化が日々起こって
いる。そこに、経済や市場で起こるさまざまな破壊と、人口
動態の大幅な変動が相まって、労働力として必要とされるス
キルの種類や価値、またその確保を非常に難しくしている。3 
結果として、世界規模での人財不足と、個人や経済への深刻
な影響が懸念されている。

もはや問題が雲散霧消することはない。実際、深刻度は深ま
るばかりである。失業率が低下を続けるにつれ、世界の労働
市場も厳しさを増している。2さらに厄介なのは、新たなスキ
ル要件が生まれれば生まれるほど、それに合わせて陳腐化す
るスキルも増え続けているということだ。また、それに輪をか
けて、これらすべての変化が極めて急速に起こっている。多く
の企業は、人財ニーズを満たすことにかまけて、教育・経験
の要件を調整するばかりで、その場しのぎの対処を繰り返し
ている。
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一方、ビジネス・プラットフォームが成熟し、プラットフォー
ム上での成功を求めて企業が新たなインテリジェント・ワーク
フローを次々と導入しているが、そのような状況下では、労
働者の継続的な再教育こそが、競争力維持の原動力として最
も有効な施策となる。6もはや採用だけでは、人財危機に対す
る持続可能な解決策にはならない。この新たな環境を制する
ためには、企業がスキルや人財を管理する方法、そして企業
文化そのものを根本から変える必要がある。さらに、リーダー
シップ・チームや企業内で、俊敏性を高めるために情報を収
集したり、学んだりすることは有用ではあるものの、得られた
洞察を結集し、適用し始めることで生み出される変化に対し
て、積極的に順応していくことはさらに重要である。

本レポートでは、この非常に重要な問題に対処するためのロー
ドマップを提供する。ここでの推奨事項は、数十カ国、複
数の業界を代表する数千名のグローバル企業の経営層に対
する調査や、世界数百社を対象に分析したパフォーマンス・
ベンチマーク・データなど、数多くの IBM Institute for 
Business Valueのイニシアチブから得られた洞察に基づい
ている。

調査と分析を通じて、スキル・ギャップ解消に強い影響を及
ぼす、特定のスキル開発戦術を見いだすことができた。7そして、
この戦術に基づく以下 3つの推奨事項をとりまとめた。
1)広範囲に及ぶパーソナライゼーション
2)透明性の向上
3)エコシステムの活用
我々はこれら推奨事項において、人工知能（AI）を活用し、
企業がスキル関連ギャップを埋めることを支援する。

人的要因：スキルと人財の戦略的
重要性
労働力は、国と地域の経済活力に大きな影響を及ぼす。もし
スキルのある労働者がいなければ、企業はイノベーションを
実現し、市民や株主に対して価値を提供し、ビジネスを成長
させ、新たな雇用を創出することに大きな困難を伴うだろう。
その場合、多くの民間企業は競争力を維持するために、必要
なスキルを持った労働者を求めて、他の地域への移転を検討
しなければいけないかもしれない。

地域における経済競争力と価値提案は、労働者のスキルが低
下すると、深刻な打撃を受ける。そのため、高スキルな労働
者が十分に存在しない地域の経済は、高賃金な雇用を創出
する産業の誘致や維持が困難となる。

インテリジェント・オートメーショ
ンやAIを活用した自動化の結果、
今後3年以内に世界の主要経済
大国12カ国で、1億2,000万人
以上の労働者に対し再トレーニン
グ／再教育が必要となる可能性
がある3

人財は非常に重要である。CEOは
業績向上の施策として、人財への
投資を第1位に挙げている4

採用とトレーニングだけではもは
や対処できない。従来型トレーニ
ングを通じてスキル・ギャップを埋
めるのにかかる時間は、過去4年
間で3日間から36日間へと10倍
以上増加した5
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主として非熟練・低賃金の雇用しか選択肢のない地域では、
やがてGDPが低下し、税収の減少とともに公共サービスへ
の依存度が高まる可能性がある。

2018年の Global Country Surveyによれば、世界規模
でのスキル危機が叫ばれる中、経営層は自国の経済に大きな
可能性を見いだしている。経営層は世界規模でビジネスの統
合とイノベーションの推進を継続しており、その半数以上が、
グローバル・パートナーとのコラボレーションを深めることで
ビジネス価値を高めることができると予測している。さらに、
44%が付加価値の高い製品やサービスを他国に先駆けて創
出したいという意向を持ち、技術・ビジネスの開発において
自国が主導的役割を果たすことを期待している。その他にも、
消費者支出の増加や、持続可能性の確保に向けた取り組み
を率先して行うことなどが、成長機会をもたらす要因の上位
にランクされている。8だが現実には、スキルと才能を持った
労働者がいなければ、こうした機会が実現されることはない
のである。

経営層は、特に事業拡大時の市場選定にあたり、熟練労働
者が非常に重要であることを認識している。実際、新規市場
に参入する場合の投資決定要因の第一位は労働要因である。
新たな市場での事業成長・拡大に向け、人件費を投資決定
の重要要素に挙げた経営層は 88%、また労働供給力と労働
品質を挙げたのも同じく88%だった。9 

スキル開発は、今や最高人事責任者（CHRO）のみならず、
経営層全体の関心事となった。最新の IBM C-suite Study
によれば、CEOは労働者の能力が重要であることに確信を
持っている。数年間は上位から外れていたものの、今では人
的スキルはテクノロジーと市場要因に続き、CEOがビジネス
に最も影響を及ぼすと考える外的要因の第 3位にランクされ
ている。10

経営層が、人財の資質が持つ重要性の高さと、スキル・ギャッ
プにまつわる悪影響の存在に気づきつつあることは明らかだ。
スキルとは、企業が投資によって獲得できる利益に対して、
直接影響を及ぼす可能性があるものだ。例えば、プロジェクト・
チームが適切なスキルを有していない場合、ITプロジェクト
の目標が達成できないリスクは高まる。11これは、IT以外に
ついても同様である。チームのスキルは、プロジェクトの目標
達成に大きな影響を及ぼすのである。

IBM C-suite Studyの調査結果は、スキル関連の投資がも
たらすメリットを一層浮き彫りにした。収益性や収益、イノ
ベーションにおいて際立つ「改革者」企業のほぼ 3分の 2
は、魅力的な従業員体験を伴う学習機会の提供に注力するこ
とが、ひいては顧客体験の向上に寄与するという見解に賛同
している。したがって、こうした有力企業の 72%が従業員の
スキル向上のために投資を継続していることは、驚くべきこと
ではない。12

どのスキルが最も重要か
経営層の回答は、労働者が労働市場において成功を収めるた
めには、デジタル・スキルと、行動スキルとも呼ばれるソフト・
スキルとを併せ持つことが必要であることを示唆している。グ
ローバル・スキルに関する2016年のレポート「迫り来る危機」
で明らかにしたように、経営層はデジタル・スキルに高い価
値を見いだしてきた。実際、このレポートでは10人中6人が、
最も重宝される労働者の能力として、数学や科学、基本また
は高度なコンピューター・スキルを挙げている。13しかし最新
の調査結果から、その動向に変化が起きていることが判明し
た。経営層が考える最も優先すべき必須スキルが、これまで
のデジタル・スキルと技術的スキルに代わって、行動スキルへ
と移ったのである。2018年には、経営層が求めるコア・コン
ピテンシーの上位 4つを、ソフト・スキルが占めた（図 1参
照）。14

行動スキルが重要視される背景には、一体何があるのだろう
か。それには多くの要因が関係しているものと思われる。まず
ここ数年の間は、技術的スキルに対する多額の投資が目立っ
ていた。実際、強力なテクノロジーがあふれる新たなビジネ
ス環境において、データ・サイエンスや機械学習など、まっ
たく新しい専門分野の知識がほぼすべての業界で浸透し始め
た。企業は依然として差し迫る技術的スキル・ギャップへの
対処に追われているものの、一方ではその影響を緩和すべく、
複数の観点からギャップに対処するため、大規模な取り組み
や投資を実施してきた。

経営層は今、この絶え間なく進化する環境において、イノベー
ションを成功させ続ける責務を負っている。そして、この環
境を生き延びるためには、効果的なコミュニケーション能力、
問題解決・批判的思考スキルを駆使して新たなテクノロジー
を利用したイノベーションを推進する能力、そして膨大な量の
データから洞察を引き出してアクションにつなげられる能力を
持った個人が必要であることを認識している。また、独創性
と共感力、道筋を迅速に変更できる能力、個人としての成長
を求める姿勢も要求される。経営層が、イノベーションを成
功させる上で最も重要な属性として、チームワークと組織の
柔軟性を最上位に挙げたのも当然と言えるだろう。15

スキル開発は、 
今や最高人事責任者のみならず、 
経営層全体の関心事となった
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2016 2018

変化に対応する柔軟性・俊敏性・順応性

時間管理スキルと優先順位の設定能力

チームで効果的に働く能力

ビジネス上の効果的なコミュニケーション・スキル

ビジネス・センスを伴う分析力

科学・技術・工学・数学（STEM）の中核的スキル

イノベーションと独創性

基本的なコンピューターおよびソフトウェア／アプリケーションのスキル

倫理観と誠実さ

外国語能力

読み・書き・計算にまつわる基礎的な中核的スキル

業種・職務に特有なスキル
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行動スキル     中核的／技術的スキル

図 1
経営層が着目する、現在最も重要な労働者のスキルは行動スキル

出典：2016 IBM Institute for Business Value Global Skills Survey; 2018 IBM Institute for Business Value Global Country Survey 

最近まで企業は、従業員が自社のビジネスモデル、つまり構
造化されたプロセス指向の方法に則って業務を遂行するよう
指導してきた。例えば、トップダウンの意思決定、体系化さ
れた業務に作業を再編する方法、責任が明確化された職務
明細書、職務スキルの幅ではなく深さへの注力、固定チーム
の活用などにより企業文化の中で効果を上げるスキル・セット
などが従業員に周知された。デジタル時代以前は、変化の少
ない安定的な環境下で、明確な任務内容が最も効率的に伝
達され、構造化され、そして実行されてきた。しかし、デジタ
ル時代になると、新たなスキル要件や働き方、より柔軟な文
化を伴う新たなビジネスモデルが求められるようになった。
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デジタル時代は、スピーディーに対応すべき機会やニーズを
もたらした。そして、これが新たな働き方へとつながった。遠
隔勤務、常時アクセス、透明性、階層の減少、職務や組織
の境界を超えたポップアップ・チーム、およびパートナーのエ
コシステム内での業務遂行など、すべての企業にはアジャイル
な文化が、労働者には新たなスキルが必要となった。

当然のことながら、マネージメント・スタイルに対する要求も
異なってくる。自律的な意思決定、作業成果物の反復的検証、
実験、ピア・ツー・ピアのコーチング、および柔軟なチーム
構造など、俊敏な労働環境を促進する必要性が高まるだろう。
基本的には、こうした新たな働き方の実現や、新たなスキル
を持つ労働者のトレーニングと調整が可能となるよう、文化
および組織のコンピテンシーの変革が必要となる。
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行動スキルが企業の俊敏性と順応性にとって非常に重要であ
ること自体、とりわけ新しい考えではない。実際、この考えは
数年前に順応性指数（AQ）として定義されたものだ。AQは、
急速に変化する環境に順応し、そこで成功を収めることので
きる能力を測定する。16 IBMの調査では、現時点ですでに順
応性におけるギャップが危機的段階に入っていることを示して
いる。したがって、行動スキル・ギャップに対処することは急
務であり、そこには革新的な戦略が必要となる。

企業は、学習プロセスが生涯にわたるものだという事実を受
け入れなければならない。生涯学習は、これまでも常に重要
ではあったが、今日のデジタル世界において新たな働き方が
必要とされることから、企業や個人が長期的な成功を収める
上で益々重要になっている。17このため企業では、従業員の
スキルの中でも特に学習性向を最上位に位置付けるべきであ
る。学習性向、生涯学習への意欲を、企業が奨励・促進し、
採用の際には重要な要件とみなすべきである。

労働者の学習性向を重視することに加え、企業は採用に際し
て、大卒資格と前職での経験を軸とした従来型の手法を超え
た、採用戦略の拡張が必要となるだろう。企業は従来の類型
に当てはまる候補者のみならず、職場での成功に必要不可欠
な行動スキルを持った 2つの非常に重要な人財プール、すな
わち中途採用や「ニュー・カラー」の労働者の活用を新たに
推進する必要がある。

多くの経営層が、行動スキルの重要性が増していると言明し
ている。このスキルは実社会での実践的な経験を通じて培わ
れる。通常 35～ 45歳の中途採用者の多くは、実社会で豊
かな経験を積んでおり、また雇用主が労働者としての成功に
不可欠と考える行動スキルも多く有している。すべての労働者
同様、中途採用者も継続的な学習が必要であり、技術的スキ
ルもしくはデジタル・スキルのわずかなギャップに対処するた
め、追加のトレーニングが必要な者もいる。

IBM会長のジニー・ロメッティは、新たに「ニュー・カラー」
という言葉を編み出した。これは、高卒以上の資格が必要だ
が必ずしも学士号を必要としないような、経済の成長分野に
おいて激しい競争環境にさらされている職種が増加しているこ
とに対応したものである。これらの仕事では、学力および技
術的スキルが重視されると同時に、批判的思考、コラボレー
ション、コミュニケーションといった職務上のコンピテンシー
も重視される。18

P-TECHにおける経験 20

Pathways in Technology Early College High Schools
（P-TECH）モデルは、公教育の新たなパラダイムである。
P-TECHの学生は 9年生から開始して、6年以内に高校の卒
業証書と準学士号の両方を取得して卒業できる。学位の対象は
ITや医療、先進的製造業といった、21世紀の経済において大
きな影響力を持つ分野である。さらによいことには、学生はス
キルと実社会での経験を得た上で、そのまま学業を継続するか、
高賃金のニュー・カラーの仕事に就くかを選ぶことができる。

ニュー・カラーの労働者を選ぶための採用戦略では、履歴書
に記載された内容を超える部分に着目し、経験よりも潜在能
力を求めることになる。次世代の仕事には、従来通り大卒の
経歴が必要なものも多いが、ニュー・カラーの仕事に分類さ
れるものも多く、必ずしも4年制大学の学位は必要ではない。
サイバー・セキュリティーからデジタル設計に至るまで、企業
は必要なスキルを獲得するために、従来型とは異なる人財プー
ルが活用できるだろう。

Pathways in Technology Early College High Schools
（P-TECH）モデルは、ニュー・カラー職を希望する学生の
就業準備に重点を置いたものである。このモデルでは、雇用
主が求める必須の技術的スキルを学生に習得させ、さらにイ
ンターンシップを通じて実社会における実践的な経験や、職
場で成功できるような行動スキルの獲得機会を学生に提供する
（サイドバー「P-TECHにおける経験」参照）。インターンシッ
プ・プログラムがスキル・ギャップの解消に効果のあることは、
すでに証明されている。IBMの調査では、調査対象となった
労働力開発／公共雇用サービスの経営層のほぼ全員（96%）
が、インターンシップ・プログラムはスキル・ギャップを埋め
る上で非常に有用であると回答した。19
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他のデータを見ると、別の憂慮すべき実態が明らかとなる。
教室形式や仮想学習のような従来型のトレーニングを用いた
場合、スキル・ギャップ解消に要する時間が増加する傾向に
あるのだ。世界規模で見てみると、2014年時点で企業内で
のトレーニングによって能力ギャップを埋めるのにかかった時
間の中央値は、3日間であった。しかし、2018年になると、
驚くべきことにその中央値が 36日間になっていたのである。
つまり、わずか 4年間で、スキル・ギャップを埋めるのにか
かる時間が 10倍以上も延びた計算になる。25

このような大幅な時間の増加をもたらした要因とは、一体何
なのだろうか。おそらく、そこにはいくつかの原因が関わって
いる。例えば、今日要求されるスキルが、行動スキルという、
習得に一層長い期間を要するチームワーク、コミュニケーショ
ン、独創性、共感などから構成されるものであることもその
一因だろう。行動スキルは、体系化された学習プログラムで
の習得が難しく、むしろ実社会での経験こそが最も効果的な
訓練となるからである。その他の新しいスキルに関しても、デー
タ分析能力など高度に技術的なものは、習得にさらに時間が
かかる。また、スキルそのものの多くが急速な変化を遂げて
いるため、最新の要件を把握することが困難であることも原
因であろう。

加えて、個人の行動スキルは幼少期の経験によって人生の早
い段階から形成され始め、後年の職業生活において強化され
る。行動スキルとは、特に企業文化から影響を受けるものだ。
デジタル時代が到来するまでの間、企業文化の大部分は効率
的に構築され根付いてきた。新たな行動スキルを学習できる
ようにするためには、企業文化の変革が必須であるが、その
変革をリードするのは新たな働き方に適応した従業員である
べきだろう。これが簡単ではないことは、従来型アプローチ
による企業のスキル・ギャップ解消時間が 10倍に増加したこ
とからも明らかである。26

幼少期の体験は、後年、スキルの変化に対する順応性を高める 
素地を形成する。つまり、変化に順応することに慣れることで、 
新しいスタイルでの働き方に容易に対応できるようになるのである。
また逆に、変化を日常的に受け入れる働き方を通じて、 
順応性をさらに学び、強化することもできる。

生き残りをかけた戦いに王道なし：
スキルに関する現在の課題
データは新たな天然資源と呼ばれ、エコノミスト誌の記事で
は、世界で最も価値ある資源の座を石油から奪取したとまで
評されている。21しかし究極的には、企業の中心を担っている
のは人であり、才能ある革新的な人財抜きでは、データの死
蔵化は避けられないだろう。データから価値を引き出し、革
新的な方法で適用するのは、あくまでも人間である。しかし
ながら、決定的に重要な人的資源の確保と質の向上は、非
常に困難な状況にある。中でも熟練労働者の不足は、さらに
深刻化の一途をたどると予想される。2030年までに、世界
規模での人財不足は 8,500万人以上に達する可能性があ
る。22念を押しておくが、問題なのは労働者の不足ではなく、
適切なスキルを持つ労働者の不足である。

2018年の人財不足が雇用主に及ぼす影響に関するレポー
トによれば、45%の企業が必要なスキルを持った人財の確
保ができていない。大企業の場合、この割合はさらに高く、
67%である。雇用主のほぼ 3分の 1は、役割に即した人
財の配置ができていない主な理由は応募者不足であるとし、
20%は、応募者に必要な経験が不足しているためだと述べ
ている。また 3分の 1以上が、各職務に人財を適正に配置
できるよう、教育や経験に関する要件の見直しを行っている
と述べた。23

問題をさらにこじらせているのは、職務上のスキルがこれまで
にない速さで陳腐化していくことである。職務上のスキルの半
減期は、かつては 10～ 15年とされてきた。これはすなわち、
10年ほどで保有するスキルの価値が半減する、もしくはスキ
ルに関する知識の半分が無意味になることを意味する。現在
では、習得したスキルの半減期は 5年と推定されており、技
術的スキルに関してはさらに短いものとみられる。つまり今日
学習したスキルは、わずか 5年も持たずにその価値が約半分
になってしまうということだ。24
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雇用者は今後、労働市場の逼迫から新たなスキルの調達先を
外部から内部に転換すべく、自社内での必須スキルの構築・
維持に注力せざるを得ない状況にある。ただ、労働者の学習
アプローチも進化しており、洗練されたオンデマンドやマルチ
チャネルでの学習体験が期待される中、急速に変化するスキ
ルアップ要件をなかなか満たすことができず、苦戦を強いられ
ている企業もある。

現実にCHROをはじめとする各ビジネス・リーダーには、希
少な人財採用の要求を何とかやりくりしながら、同時に、指
数関数的に増大する知識を習得するための企業文化の中で、
継続的なスキルアップと再教育に向け、労働者のモチベー
ション向上と積極的な関与を促進する責務が課されている。27 
IBM C-suite Studyに参加した CHROによれば、採用は
依然としてスキル問題に対処する上で重要な仕組みではある
が、要求されるスキルの変化があまりにも急なため採用のみ
で対処することは困難である。28

そこで、採用とトレーニングのバランスを取ることで対処しよ
うという試みが見られるが、大きな能力ギャップを解消するま
でには至っていない。IBM C-suite Studyによれば、自社
のビジネス戦略を実行する上で必要な人的スキルとリソース
を確保できているのは、調査対象企業全体の 41%に過ぎな
い。29経営層が、スキルの重要性を明確に認め、ギャップを
埋めるべく効果的な取り組みを進めつつあることは、大いに
評価されるべきである。しかし問題は、多くの企業が現在の
スキル・ニーズを満たすための諸々の困難を前に、士気を削
がれて手を打てずにいた間に、状況をさらに複雑化させる新
たな要因が現れたことだ。それは、インテリジェント・オート
メーションである。

インテリジェント・オートメーション：
機会と課題の両方をもたらすもの
経済に一大変革をもたらす
歴史を通じて自動化は、人間、プロセス、テクノロジーにお
ける従来のパラダイムの相互関係の中から新たな価値創出の
機会を提供してきた。企業においてデータ駆動型の業務が自
動化されたのは、エンタープライズ・リソース・プランニング・
システムが導入された1960年代であり、現在では、後に「ボッ
ト」という言葉の語源となる、ロボティック・プロセス・オー
トメーションを伴うまでに進化している。今日のロボットは、
定型のアクションや業務を遂行する以上の能力を備えている。
順応性があり、環境の変化に応じて応答を変化させることも
できる。

AIの進歩は、自動化の新たな段階である、インテリジェント・
オートメーションをもたらした。インテリジェント・オートメー
ションとは、AIなどの最先端テクノロジーの進化を取り入れ
ることで、物理的およびデジタルなビジネス・プロセスのどち
らをも、自動的かつ継続的に管理、改善していく新たな自動
化の手法である。インテリジェント・オートメーションによっ
て、人間とテクノロジーの関わり方やテクノロジーの活用方法
は一変した。インテリジェント・オートメーションは、パーソ
ナライズされた新しい製品やサービスの創出、経営改善、コ
スト削減、効率向上といった分野で企業活動を支援している。

経営層から得た洞察には、インテリジェント・オートメーショ
ンが自社または業界にもたらすメリットへの高い期待がみて
とれる。例えば、2018年の Global Country Surveyで
は、経営層のほぼ 60%が、インテリジェント・オートメー
ションによる進歩によって、企業の能力が拡大すると述べ、
59%は業界の生産性が向上すると予測した。また、半数近く
（45%）が、自身の業界はデータからより多くの洞察を得る
ことで恩恵を受けると考え、43%は労働者自身の生産性が
向上すると予想している。30 
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インテリジェント・オートメーションでは、AIツールの活用に
よって、定型作業への人手の介在を最小限に抑えられる。そ
のため、人間によるサポートの必要量を最適化しながら、プ
ロセスを実行できる。人間からテクノロジーへのプロセス運用
負荷の移行は、デジタル運用とイノベーションを実現し、人
間の能力や、プロセスの効率性を高める。プロセス自動化に
よって実行される業務が増えるにつれ、人間は、より高付加
価値な業務に取り組むことができるようになる。

過熱気味とも言えるAIとインテリジェント・オートメーション
をめぐる報道の多くは、大量失業時代の到来を見越した論調
となっていた。しかし、AIが労働者に及ぼす影響への予測
が修正されると、その論調は変化した。例えば、Gartnerは、
2020年までにAIが生み出す新たな雇用が、実際には削減
するよりも多くなると予測した。32さらには、人財不足を、現
在企業が直面しつつある重大かつ最新のリスクとして挙げた
のである。33

労働者とスキルの影響
経営層は、インテリジェント・オートメーションが、自社のプ
ロセスや運用にどのような影響や改善機会をもたらし、また
自社が求める人財の要件にいかなる影響を及ぼし得るのかを
熟考している。半数以上の経営層が期待する業界の生産性
向上は、労働力のシフトを誘発する可能性が高い。経営層の
67%は、自動化技術の進歩により、現在は存在すらしてい
ない職務やスキルが必要になると考えている。経営層のほと
んどが、その時期はそう遠くないと考えており、ほぼ 3分の
2が、ロボット、AI、自動化のイノベーションが、今後 5年
間のスキルの需要に影響を及ぼすと予測している。34

インテリジェント・オートメーションが労働者に多大な影響
を及ぼすことは、もはや否定できない。2018年の Global 
Country Surveyでは、インテリジェント・オートメーション
が導入された結果、自社においてどれくらいの人財が削減も
しくは再配置されるかを、経営層に予測してもらった。する
と、その回答結果から、世界 12の経済大国において最大で
6,000万人の労働者、すなわち労働力の 3.4%が、今後わ
ずか 3年の間に雇用主によって解雇もしくは他の職務に配置
転換される可能性のあることが判明した。35

しかし、さらに重大なことは、インテリジェント・オートメー
ションの適用が、スキル要件に深く差し迫った影響を与えるこ
とであり、ただでさえ深刻な課題をさらに悪化させかねないと
いうことだ。インテリジェント・オートメーションが、結果と
して自社の人財の何割に再教育もしくは再トレーニングの必
要性を迫るのかを経営層に見積もってもらったわけだが、そ
の推定値を国内の労働力データに照らし合わせたところ、世
界の経済大国 12カ国の 1億 2,000万人以上の労働者に、
今後 3年間で再トレーニングもしくは再教育の必要性がある
ことがわかった。大まかに言えば、この数字はカナダとブラジ
ルの全労働者数の総計よりも大きい。36すなわち、スキル危
機への対応が後手に回らないためには、リーダーが労働者の
置き換えではなく、再トレーニングと再教育に注力すべきであ
ることは明らかである。

と同様に、経営層の多くは、自国には高度化したインテリジェ
ント・オートメーションの影響に対処するだけの力がないと述
べている。例えば、経営層のほぼ半数が、職業訓練がイン
テリジェント・オートメーションの進歩に備える上で、最も重
要な対処方法の 1つであるとする一方で、自国に相応の職業
訓練を提供できる態勢が整っていると回答した割合は、28%
にとどまった。37そして、自国に、離職者に対して再教育や再
トレーニングの機会を提供する適切な態勢が整っていると述
べた経営層は、4分の 1のみであった。38

さらに、経営層の多くは、再教育や再トレーニングを提供す
る責任は企業側にはないと述べている。AIと倫理に関する最
近の調査によれば、AI技術から影響を受ける労働者に対して、
自社に再トレーニングもしくは再教育を行う義務があると回答
したCHROの割合は、38%のみであった。39インテリジェン
ト・オートメーションの適用に関する課題に国の態勢が追い
付いていない中、またほとんどの CHROが従業員に対する再
教育を自社の責任と考えていない中、国・企業が進むべき道
はどこにあるのだろうか。

「AIによって今後 5～10年のうちに、 
あらゆる仕事が変化するだろう」31

ジニー・ロメッティ、IBM会長 兼 社長 兼 CEO
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ギャップを埋める： 
戦略と推奨事項
確かに、スキルの課題を解決することは容易ではない。これ
には、産業界、教育界、公共政策の各リーダーをはじめとす
る事業間の広範なネットワーク全体にわたる、協調した努力
とアクションが要求される。しかし、その中で企業は、採用
および従来型のトレーニング・イニシアチブを超えて、新たな
道の継続的・戦略的な探求に取り組み、主導権を握らねば
なるまい。

ただ残念ながら、これは実現には至っていない。ここで私た
ちは、戦略と戦術のリストを経営層に提示して、自社のスキル・
ギャップを積極的に埋めるために何を実行しているかを尋ねた
（サイドバー「スキル・ギャップを埋めるための戦術：経営
層はどの戦術をとっているか」参照）。その結果、何らかの

戦略を1つでも採用していると回答した人の割合が、50%
に過ぎないことが判明した（図 2参照）。そして、この問題
を積極的に解決しようとしている人々の間に、先行き不透明
感から慎重な姿勢をとる傾向が見られた。最も多く見られた
のは、依然として、採用に代表されるような 1つのアプロー
チに特化して取り組む企業であった。他には戦術の組み合わ
せを試している企業もあるが、それでも相変わらず、人財の
移動やトレーニングのような仕組みへの依存度は高い。40

ただ、将来に目を向けてみると、見通しは明るいように思え
る。経営層は、スキルの課題に正面から果敢に立ち向かう準
備を進めており、対策を計画していると答えた企業の割合は
83%にも跳ね上がる。41とは言え、今後に向けた不透明さは
依然として残る。従来型の戦術と今後出てくる新たな戦術を、
どのように組み合わせれば、企業がスキルの課題に取り組む
上で役立つだろうか。また、企業はどの部分に時間と資金を
投資すべきだろうか。

スキル・ギャップを埋めるための戦術： 
経営層はどの戦術をとっているか

 – 社外から人財を獲得する
 – 事業部門や部署をまたいで人財を異動させる
 – ビジネスの優先順位に基づいて、従業員を再教育する
 – ビザ・プログラムを活用して、グローバル人財を獲得する
 – 実習プログラムやインターンシップ・プログラムを活用して、
人財のトレーニングを行う

 – 新たな教育プログラム／プラットフォームを活用して、 
従業員のスキルを強化する

 – アナリティクスを活用して、スキルの需要と供給を分析 
および予測する

 – スキル構築の進捗状況を把握・追跡するための 
スキル認識イニシアチブを実施する

 – エコシステムのパートナーを通じて、人財を活用する

出典：2019年 Open Standards Talent Development Benchmark 
Study。IBM Institute for Business Value Performance Data and 
Benchmarking。質問：次の戦略および戦術のうち、自社が実施中、もし
くは実施を計画しているものはどれですか。
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図 2
調査対象である経営層の半数は、現在、自社ではいかなる
スキル開発戦略も採用していないと述べた

出典：2019年 Open Standards Talent Development 
Benchmark Study。IBM Institute for Business Value 
Performance Data and Benchmarking
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組織のスキル・ギャップ解消に特に大きく影響するものを把握
すべく、各企業が試している多数の戦術についての検証を行っ
た結果、「スキルの需要と供給の予測・推測に対するアナリティ
クスの適用」、「スキル認識イニシアチブの実施」、そして「新
たな教育の活用」が上位に挙がった。42

実際、これらの戦術は、経営層のマインドや現在のビジネス
環境に極めてよく適合するため、一見すると、分析で上位に
来るのは当然のことだと思われるかもしれない。例えば、ス
キル開発の成否は自らのスキルアップを積極的に図ろうとする
各個人の意欲にかかっているため、スキル認識プログラムは
従業員に必要なモチベーションを提供し、率先して実践する
気を起こさせるものとなっている。43同様に、学術界および産
業界との学習パートナーシップの拡大に意欲的な経営層が、
Code Schoolのような新しい教育プログラムを活用する戦術
をとることは、当然のことと言えるだろう。44さらに、必須スキ
ルが目まぐるしく変動したり、スキル需要が継続的に変化した
りする状況下では、AIを活用してリアルタイムに必須スキル
を推測できる能力は、強力な資産となる。45

ところが驚くべきことに、これらの戦術は十分に生かされてい
ないどころか、実際にはまだほとんどが使われていない。それ
は一体なぜなのだろうか。おそらく、このような新たな戦術は、
すべての企業に適用できる万能のプラグ・アンド・プレイ・ソ
リューションではないからだろう。こうした戦術はむしろ、継
続的、分析的、戦略的かつ積極的なアクションの実行に際し
て、その方向性を示すことに突出している。

これらの新たな戦術からは、スキルに関する議論に不可欠な
3つの重要なアクションが浮かび上がる。それぞれのアクショ
ンは、AIによって指数関数的に強化されており（図 3参照）、
企業は自社に独自な文化、労働力、リーダーシップ、および
ビジネス戦略の文脈において、それぞれのアクションを適用す
る最適な方法を検討する必要がある。

従来型のアプローチは、もはや 
万全ではない：人財の危機には、 
新たな手法の探求が必要である。

図 3
中核に位置するスキル：AIの活用によって拡張された学習エ
コシステムにおいて、透明性を確保し、スキルのパーソナラ
イゼーションを実現する。

出典：IBM Institute for Business Valueによる分析。
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ギャップ解消のための 3つの推奨事項
1. パーソナライゼーション
もはやパーソナライゼーションは、消費者の日常生活から切っ
ても切り離せない存在となった。レストランの検索にしても、
新製品の検索にしても、消費者は瞬時にパーソナライズされ
た検索結果を望んでおり、お気に入りのサイトにも、自分の
好みに合わせて、自律的に提案してくれることを望んでいる。
もはや画一的な対応では通用しない。パーソナライズされた
体験に寄せる期待は、仕事においても何ら変わらない。従業
員は自分独自の経験や目標、興味に合わせたキャリア、スキ
ル、学習の開発を望み、企業側も同様のパーソナライゼーショ
ンに期待を寄せる。顧客および市場のニーズと、従業員の目
標や興味の両方を満たすスキルアップ体験や学習体験の提供
は、最も優秀な人財の維持・確保や、将来の労働力構築に
役立つ。

競争を制するのに必要となるスピーディーな組織能力を構築
していくためには、企業は「大規模に」パーソナライゼーショ
ンを実施しなければならない。これは、同一職務、同一事業
部門内にある従業員のセグメント単位での実施にとどまらず、
さらに一歩踏み込んだ取り組みが必要となる。つまり、従業
員一人ひとりの現有スキルを把握し、会社と個人がどのよう
にスキルアップを進めていくのかを共有することで、学習とキャ
リア・パスをパーソナライズ化する必要がある。AIは、この
レベルでのパーソナライゼーションを実現し、有意義な従業
員体験を創出することができる。

企業は、時間をかけて市場・ビジネス・労働者のニーズを
把握し、日々発生する業務の中で、より深化した形でのパー
ソナライズされたスキル教育体験を創出しなければならない。
例えば、AIを活用して、従業員に対する通知や学習パスとコ
ンテンツを、ビジネスと個人の両面からのニーズに合わせてカ
スタマイズしている企業もある。

企業はまた、従来型学習法の先を見据え、社内人財の移動
や特別プロジェクト、ピア・ツー・ピア型学習、ジョブ・シャ
ドーイング、およびコーチングなどの促進プログラムを利用し
て、多種多様な学習スタイルに対応することでスキルの育成
を図っている。中でも最も重要なこととして、企業は継続的な
スキル向上を推進、牽引、そして報奨すべく、従業員のライ
フサイクルのさまざまな部分をパーソナライズし、永続的な学
習文化を育んでいる。

CNMはブロックチェーンを利用し
てスキルの透明性を実現 46

パーソナライゼーションを真に推進している企業の一例として、
セントラル・ニューメキシコ・コミュニティー・カレッジ（CNM）
が挙げられる。デジタル・バッジは有用なスキルを獲得・共有
するための強力かつ魅力的な手法であり、市場で最も高く評価
されるスキルの透明性を確保する。CNMはブロックチェーン技
術を活用して、この透明性を一段階高めている。

セントラル・ニューメキシコ・コミュニティー・カレッジの卒業
生には、卒業証書とともに、ブロックチェーンに基づくデジタル
資格認定書が与えられる。卒業生は、スマートフォンのアプリ
を使ってこの認定書にアクセスし、就職先の候補である企業等
に送信することができる。このブロックチェーン認証システムは、
雇用主に対して検証済みスキルの透明性を担保する。また、就
職を果たした学生が、従業員として自身のキャリア目標を定め、
それを達成するために必要となる「スキルアップ」を実現するた
めに、パーソナライズされた体験を提供することで支援する。

IBMにおける透明性と 
パーソナライゼーションの合力
IBMは、ビジネス環境の急速なデジタル化に伴って、自社ポー
トフォリオの 50%近くを新たな製品・サービスにシフトしな
ければならず、スキル問題はまさに正面から取り組まざるを得
ない状況にあった。市場が求める速度と、IBMの企業規模に
即したスキル需要を管理するためには、透明性とパーソナライ
ゼーション、そしてAIが成功の鍵を握っていた。

今日では、高度なアナリティクスとAIを利用することで、従
業員のデジタル・フットプリントを精査し、最新のスキルの種
類とその深度を推測することが可能となった。また、その結果
は従業員個々にオープンに共有されている。さらに、パーソナ
ライズされた、継続的なスキルアップの推奨事項が、日々の業
務を通じて明らかにされている。IBMでは、市場で需要が増
加または減少している職務やスキルを透明性を持って共有する
ことで、絶えず変化するスキルの需要に注意喚起を促している。
同時に、選り抜かれた仕事の機会や学習、デジタル・バッジ
を提示して、パーソナライズされた学習とスキルアップの環境
を整えつつ、従業員とマネージャーとの間で、パフォーマンス
のみならず、スキルの有用性やキャリアアップを目的とする話し
合いの場を持つことが推奨されている。将来必要とされるスキ
ルを備えた IBM社員は、ほんの 5年前には 10人中わずか
3人であったが、現在では 10人中 8人にまで増えている。
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2.透明性を高める
試行錯誤を繰り返してきたこれまでの取り組みを止め、スキル
を自社の人財戦略の中心に据えて、スキル・レベルの詳細を
全社で可視化することを目指す必要がある。スキルに基づく
人財戦略には、特定の職務や部署の人数の把握だけにとどま
らない、より高度な解決策が必要となる。今日、潮流を形成
しつつあるのは、実用的で未来の予測にもつながる洞察を広
範囲に取得して、従業員からビジネス・リーダーに至るまで
誰もが利用できるようにしていくというアプローチである。こ
れは、高度なアナリティクスやAI、機械学習、そして市場に
基づくスキル・データの活用などによって実現可能となったも
のだ。

大手企業は自社従業員に対して、市場で確実に需要が高まっ
ている職務やスキルの重要性を提示するとともに、最重要分
野におけるスキル向上の支援や、獲得したスキルを実際に生
かすことのできる環境作り、成果に見合った報酬などといった、
魅力的かつ有意義なオプションを提供している。この新たな
レベルでの透明性の確保によって、従業員は自らの学習とキャ
リアを自主的に選択するための情報を入手できるようになる。
この情報は、スキルの半減期が短縮し続ける中において、先
んじて対策を講じるためには極めて有用である。

AT&T社では、2013年に 25万人の全従業員のほぼ半数
が、自社の競争力維持に必要なスキルを有していないことが
判明し、大規模な再トレーニングの取り組みを開始した。47そ
の戦略の根底を支えているのは、透明性である。AT&T社は、
まずスキルとその有用性がいかに重要かについて労働者と対
話を始め、現在では従業員に新たなスキルを定常的に取得さ
せるためのプログラムやツールなどの堅牢なポートフォリオを
提供している。48さらに、Ernst & Young社、Banfield Pet 
Hospital社、および IBMなどの企業では、従来型と新たな
データ・セットにアナリティクスとAIを適用して、どのスキル
が社内で利用可能で、自社で積極的に保持する必要があるの
かについて、かなり高い精度で推測を行っている。49

AT&T社は雇用動向データの 
提供を通じて従業員を支援 50

AT&T社が提供しているキャリア・インテリジェンス・
ツールは、自社の採用動向を分析することで、従業員が
自主的に情報に基づきキャリア決定できるよう支援する。
例えば、米国を拠点とするネットワーク・サービス業務
に関心のある従業員は、2015年にこのポストの数が
2012年に比べて2倍近くに増えたことを把握すること
ができた。またその同じ期間に、情報技術に関する職務
は下降線をたどり、200以上のポストが減少したことも
わかった。このツールは、AT&T社、Udacity社および
Georgia Tech社との提携によって実現された、スキル
開発オプションへのリンクも提供している。

このアプローチでは、定期的かつ自動的に、労働者のスキル
とその深度を評価・測定する。結果として、透明性・客観性・
信頼性が担保されたスキルの基準値が定められ、企業のスキ
ル・レベルを経時的に監視しつつ、目標とする人員計画の要
件に合った詳細な情報を提供することができる。また、企業
はこの情報を利用して、スキル・学習プラットフォームを充実
させることにより、従業員が持つ既存スキルの徹底的な可視
化や、必要時における適切なリソースの活用、パーソナライ
ズされた学習体験の促進を実現する。
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提言
スキル・ギャップ改善の兆しはいまだ見られず、企業は現在
と未来、両方の課題に対処すべく労苦を重ねている。世界規
模でのスキル・ギャップ解消には、産業界、教育界、公共政
策にまで及ぶエコシステム全体でのコラボレーションが求めら
れる。

経営層は最新の人財戦略を策定することで、直ちに対策に乗
り出すことができる。それはすなわち、スキルを中心に据え、
企業と従業員両者の立場からスキル・レベルを詳細に可視化
し、スキル開発を大規模な範囲でパーソナライズし、新たな
連携やプラットフォームを活用して、従業員のライフサイクル
全体にわたってデータと洞察を統合する人財戦略である。も
はや現状維持という選択肢はない。今こそアクションを起こす
べき時である。

3. 社内外の両方に目を向ける
一企業が編み出す解決策で事足りる時代は終わった。社内外
のより広範なエコシステムとの連携なしに、スキルの課題を解
決できる時代も過去のものとなった。企業は競争力を維持す
るために、オープン・テクノロジー・アーキテクチャーや、最
新の技術革新を駆使できるパートナーの活用を検討すべきで
ある。また、サード・パーティーをチームの一員として迎え入れ、
社内における特定機能のマネージに活用し、さらに成功に不
可欠なエコシステム全体にわたるまったく新たなデータ統合に
備え、企業文化を転換させる必要がある。企業はそのための
前提として、オープンで柔軟性のあるハイブリッド・クラウド・
アプローチを活用して、データ統合を確実に実行できるよう
にしておかなければならない。

社内においては、各種スキル・セットを備えた俊敏なチーム
を構成し、経験則に基づいたピア・ツー・ピアのイノベーショ
ンを実現するとともに、バイラルなラーニング・カルチャーの
創出を行う。スキル開発に重点を置いたジョブ・シェアリング
や社内異動の機会を設ける。点と点をつなぎ合わせて全体像
を俯瞰できるよう、人事組織の境界線を越えて業務を遂行し、
その基準点にはスキルを据える。成功に必要な重要スキルを
特定し、採用からチーム編成、学習、キャリア・コーチング、
報酬、定着率の維持に至るまで、従業員のライフサイクル全
体と将来のスキルアップ戦略とを連動させる。スキルのある人
財を、組織の壁を越えて共有する。

社外エコシステム全体にわたるパートナー間の提携を活用し、
革新的なスキル・ギャップ解消戦略を継続的に探求、試験的
に実行する。Walgreens社からWendy’s社、IBM、ベン
チューラ郡消防局までの多種多様な企業・組織が、高度なス
キルを持ったコンテンツ・プロバイダーによって精選された学
習コンテンツを活用している。51さらに、革新的なスキル構築
技術に対しては、投資を行う。大規模なオープン・オンライン・
コース（MOOC）、Code School、業界専門知識ネットワー
クなど、イニシアチブの力を利用する。自社の学習者にとって
最も有用性が高い教育資産を調達し、ニーズに即して提供で
きるよう、AIを活用する。

「人事における最優先事項は、現在、そして 
未来の人財を見いだすことである。私たちは、 
現時点では知りえないような、未知のスキルを 
持った人財の確保・育成・保持という 
途轍もない課題に直面している」

CHRO、銀行業、ニュージーランド

CEMEX社は将来に向けて 
デジタル人財を育成 52

セメントと重建設資材のグローバル企業であるCEMEX
社は、経営層にデジタル変革について学んでもらうた
め、IBMおよび一流大学と提携した。同社はまた、リー
ダーシップ層の俊敏性を養い、テクノロジーがもたらす
機会について関心を持ってもらうための取り組みも開
始している。イニシアチブの一環として、CEMEX社は
Monterrey Digital Hubを設立した。これは、次世代
の人財と起業家向けに、新たなデジタル・スキルを結集
して開発に結び付けることを目的とした、コワーキング・
スペースである。
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IBMが提供するサービス
リーダーは、プロセスの最適化やビジネス上の意思決
定力を強化するために、インテリジェントなワークフロー
を活用し、文化やスキル、そして体験を改革しなけれ
ばなりません。企業を改革するためには、まず組織の
進化に注力する必要があります。従業員が顧客、企
業、または従業員同士とコミュニケーションするあらゆ
る方法を改善するのです。WorkdayやOracle、SAP
をはじめ、どのHRツールを利用するかにかかわらず、
IBMは貴社の変革実現を支援するための専門家を揃え
ています。AI、自動化、新たな人財技術、そして IBM
の専門知識を利用することで、適切な人財を確保し、
最新のスキルを保有・維持することができます。IBMは、
貴社の人財を進化させ、コグニティブな企業へと導き
ます。詳細については ibm.com/services/process/
talentをご覧ください。
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